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　長沢浄水場及び生田浄水場の浄水処理過程で発生する浄水発生土を、改良土の原材料やセメント原

料として、100％有効利用していきます。

Ⅱ－1　廃棄物の抑制・リサイクル
　持続可能な循環型社会を構築するためには、浄水・下水の処理過程で生じる発生土及び汚泥、上下

水道工事（工業用水道を含む。）で発生する建設副産物、事業所から排出される廃棄物などの減量化

を図るとともに、廃棄物のリサイクルを進めていかなければなりません。

　上下水道局では、循環型社会の構築に向けて、以下の取組を進めていきます。

Ⅱ－1－(1)　浄水発生土の有効利用 水道 工水 下水下水下水下水下水

【計画期間の主な取組】

〈浄水発生土の有効利用について〉

　　　　　　有効利用内訳　〔ｔ〕　

有効利用率
改良土
原材料

改良土
原材料

合計セメント
原料

生田浄水場

合計

令和2(2020)年度
（実績）

100% 2,591

長沢浄水場

507 5074,626 7,217

改良土プラント

資源・エネルギーの循環促進Ⅱ

今後も引き続き、浄水処理過程から発生する浄水発生土の100％有効利用に努めます。

加圧脱水機

圧縮

二次濃縮槽
サイフォン式ろ過濃縮装置
（長沢浄水場のみ）

濃縮槽沈殿池

浄水発生土

100％有効利用

改良土原材料
セメント原料

Ⅱ－1－(2)　下水汚泥の有効利用 下水

　入江崎総合スラッジセンターでは、市内4か所の水処理センターで発生する下水汚泥を集約し焼却処

理しており、この汚泥焼却灰を資源として捉え、セメント原料として有効利用していきます。

【計画期間の主な取組】

水道 工水 下水

　上下水道工事（工業用水道を含む。）に伴い発生する建設副産物は、可能な限り再資源化し、工事資材

に積極的に活用するなど、循環型社会の構築に向けた環境施策を継続的に実施していきます。

【計画期間の主な取組】

今後も引き続き、セメント原料として100％有効利用に努めます。

建設副産物を適正に処理し、再資源化に積極的に取り組みます。

再生資源材料を工事に積極的に採用します。

〈下水汚泥の有効利用について〉

　　内訳　〔ｔ〕　

有効利用率 合計　〔ｔ〕
埋立処分※セメント

原料

令和2(2020)年度
（実績）

98.1% 4,053 78 4,131

Ⅱ－1－(3)　建設副産物のリサイクルの推進

※セメント工場の整備工事などにより、埋立処分する場合がある。

建設副産物リサイクル概念図

リサイクル施設

建設副産物 工事資材

上下水道工事

再生

活用発生

搬入

下水汚泥処理工程から発生する資源・エネルギーの利活用のイメージ

混合槽

入江崎
水処理センター

加瀬
水処理センター

等々力
水処理センター

麻生
水処理センター

濃縮機 脱水機

余熱利用

セメント原料

焼却炉

入江崎総合
スラッジセンター

温水
プール

空調
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　持続可能な循環型社会を構築するためには、浄水・下水の処理過程で生じる発生土及び汚泥、上下

水道工事（工業用水道を含む。）で発生する建設副産物、事業所から排出される廃棄物などの減量化

を図るとともに、廃棄物のリサイクルを進めていかなければなりません。
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100％有効利用
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Ⅱ－1－(2)　下水汚泥の有効利用 水道水道水道水道水道水道水道水道水道 工水工水工水工水工水 下水

　入江崎総合スラッジセンターでは、市内4か所の水処理センターで発生する下水汚泥を集約し焼却処

理しており、この汚泥焼却灰を資源として捉え、セメント原料として有効利用していきます。

【計画期間の主な取組】

水道 工水 下水

　上下水道工事（工業用水道を含む。）に伴い発生する建設副産物は、可能な限り再資源化し、工事資材

に積極的に活用するなど、循環型社会の構築に向けた環境施策を継続的に実施していきます。

【計画期間の主な取組】

今後も引き続き、セメント原料として100％有効利用に努めます。

建設副産物を適正に処理し、再資源化に積極的に取り組みます。

再生資源材料を工事に積極的に採用します。

〈下水汚泥の有効利用について〉
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　入江崎総合スラッジセンターの汚泥焼却工程から発生する余熱を、隣接する入江崎余熱利用プール

や管理棟の空調・給湯設備などの熱源として利用していきます。

Ⅱ－2　資源・エネルギーの有効利用
　下水処理や汚泥焼却の過程において、高度処理水や焼却熱など、利用可能な資源・エネルギーが

生じます。これらを有効利用することにより、循環型社会の構築に寄与するとともに、脱炭素社会の

実現にも貢献することができます。

　上下水道局では、資源・エネルギーの循環を促進するため、以下の取組を進めていきます。

Ⅱ－2－(1)　下水汚泥焼却熱を利用した温水プール 水道水道水道水道水道水道水道水道水道 工水工水工水工水工水 下水

【計画期間の主な取組】

　下水道の高度処理水(＊1)を利活用し、川崎ゼロ・エミッション(＊2)工業団地や近隣事業者へ提供する
とともに、水処理センターでの場内利用を行っていきます。

　また、高度処理水を利用したせせらぎ水路の整備により、市民に憩いの空間を提供していきます。

＊1高度処理水＝標準的な処理法よりも、有機物や浮遊物質及び富栄養化の原因となる窒素やりんを取
り除いてきれいにした処理水。

＊2ゼロ・エミッション＝産業活動から排出される廃棄物を他の産業の資源として活用し、全体として廃
棄物を出さない生産のあり方を目指す構想。

Ⅱ－2－(2)　高度処理水の有効利用 水道水道水道水道水道水道水道水道水道 工水工水工水工水工水 下水

【計画期間の主な取組】

江川せせらぎ水路

入江崎余熱利用プール

汚泥焼却工程から発生する余熱の有効利用を進めます。

川崎ゼロ・エミッション工業団地、近隣事業者に高度処理水
を提供します。

高度処理水を江川せせらぎ水路に送水して水辺環境の回復
を図ります。

各水処理センター内で、高度処理水を機械の冷却水等に利
用します。

高度処理水の有効利用を継続し、循環型社会の構築に貢献
します。

エアレーション装置 相模貯水池でのしゅんせつ

　神奈川県や他の水道事業体等との共同事業として、相模湖及び津久井湖にエアレーション装置（＊1）

を設置し、湖の表層水と深層水を循環させることにより、富栄養化によるアオコの異常発生を抑制しま

す。また、相模貯水池のしゅんせつ（＊2）を実施し、相模湖上流域の災害防止と有効貯水容量の維持に努

めています。

Ⅲ－1　水資源の確保・有効利用
　水道事業及び工業用水道事業は、「良質で安全な水の安定供給」を実現するため、水源地において

必要な水量と良好な水質を確保し、浄水処理した水を市内の各家庭、事務所や工場などに無駄なく

届けることが求められています。また、届けた水を市民の皆様に大切に使っていただくことも、環境

にやさしい循環型社会を構築するために重要であると考えています。

　上下水道局では、健全な水循環の確保と水質保全に向けて、以下の取組を進めていきます。

Ⅲ－1－(1)　水源の保全 水道 工水

【計画期間の主な取組】

健全な水循環・水環境の創出Ⅲ

エアレーション装置の設置などによるアオコの異常発生の抑制を継続して実施します。

相模貯水池の有効貯水容量維持等を目的に、県内水道事業者等との共同事業（相模貯水池堆砂対
策事業）として、相模貯水池において年間15万㎥のしゅんせつを実施します。

水質状況を取りまとめた「水質概況」やリーフレットを作成し、水源の水質保全についての啓蒙・啓
発活動を行います。

かび臭やクリプトスポリジウム等の河川・湖の水質調査を実施します。

しゅんせつ

土砂の陸揚げ

水の循環　 水の循環　

エアレーション装置

＊1エアレーション装置＝湖に揚水筒という筒を立て、筒の底から空気を注入することで大きな泡を
つくり、この泡と一緒に湖底の冷たい水を湖の表面に運ぶことにより、アオコの発生を防ぐもの。

＊2しゅんせつ＝湖や河川等の水底に堆積した土砂をさらって取り除くこと。
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　入江崎総合スラッジセンターの汚泥焼却工程から発生する余熱を、隣接する入江崎余熱利用プール

や管理棟の空調・給湯設備などの熱源として利用していきます。

Ⅱ－2　資源・エネルギーの有効利用
　下水処理や汚泥焼却の過程において、高度処理水や焼却熱など、利用可能な資源・エネルギーが

生じます。これらを有効利用することにより、循環型社会の構築に寄与するとともに、脱炭素社会の

実現にも貢献することができます。

　上下水道局では、資源・エネルギーの循環を促進するため、以下の取組を進めていきます。

Ⅱ－2－(1)　下水汚泥焼却熱を利用した温水プール 下水

【計画期間の主な取組】

　下水道の高度処理水(＊1)を利活用し、川崎ゼロ・エミッション(＊2)工業団地や近隣事業者へ提供する
とともに、水処理センターでの場内利用を行っていきます。

　また、高度処理水を利用したせせらぎ水路の整備により、市民に憩いの空間を提供していきます。

＊1高度処理水＝標準的な処理法よりも、有機物や浮遊物質及び富栄養化の原因となる窒素やりんを取
り除いてきれいにした処理水。

＊2ゼロ・エミッション＝産業活動から排出される廃棄物を他の産業の資源として活用し、全体として廃
棄物を出さない生産のあり方を目指す構想。

Ⅱ－2－(2)　高度処理水の有効利用 下水

【計画期間の主な取組】

江川せせらぎ水路

入江崎余熱利用プール

汚泥焼却工程から発生する余熱の有効利用を進めます。

川崎ゼロ・エミッション工業団地、近隣事業者に高度処理水
を提供します。

高度処理水を江川せせらぎ水路に送水して水辺環境の回復
を図ります。

各水処理センター内で、高度処理水を機械の冷却水等に利
用します。

高度処理水の有効利用を継続し、循環型社会の構築に貢献
します。

エアレーション装置 相模貯水池でのしゅんせつ

　神奈川県や他の水道事業体等との共同事業として、相模湖及び津久井湖にエアレーション装置（＊1）

を設置し、湖の表層水と深層水を循環させることにより、富栄養化によるアオコの異常発生を抑制しま

す。また、相模貯水池のしゅんせつ（＊2）を実施し、相模湖上流域の災害防止と有効貯水容量の維持に努

めています。

Ⅲ－1　水資源の確保・有効利用
　水道事業及び工業用水道事業は、「良質で安全な水の安定供給」を実現するため、水源地において

必要な水量と良好な水質を確保し、浄水処理した水を市内の各家庭、事務所や工場などに無駄なく

届けることが求められています。また、届けた水を市民の皆様に大切に使っていただくことも、環境

にやさしい循環型社会を構築するために重要であると考えています。

　上下水道局では、健全な水循環の確保と水質保全に向けて、以下の取組を進めていきます。

Ⅲ－1－(1)　水源の保全 水道 工水 下水下水下水下水下水

【計画期間の主な取組】

健全な水循環・水環境の創出Ⅲ

エアレーション装置の設置などによるアオコの異常発生の抑制を継続して実施します。

相模貯水池の有効貯水容量維持等を目的に、県内水道事業者等との共同事業（相模貯水池堆砂対
策事業）として、相模貯水池において年間15万㎥のしゅんせつを実施します。

水質状況を取りまとめた「水質概況」やリーフレットを作成し、水源の水質保全についての啓蒙・啓
発活動を行います。

かび臭やクリプトスポリジウム等の河川・湖の水質調査を実施します。

しゅんせつ

土砂の陸揚げ

水の循環　 水の循環　

エアレーション装置

＊1エアレーション装置＝湖に揚水筒という筒を立て、筒の底から空気を注入することで大きな泡を
つくり、この泡と一緒に湖底の冷たい水を湖の表面に運ぶことにより、アオコの発生を防ぐもの。

＊2しゅんせつ＝湖や河川等の水底に堆積した土砂をさらって取り除くこと。
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マッピングシステムの管理・活用

配水量計の更新及び維持管理

配水量分析の実施

漏水修理工事の分析

地下漏水調査の分析

中大口径管路における漏水検知に関する共同研究

管路の維持管理における常時監視に関する共同研究

地上漏水調査・修理

地下漏水調査

弁栓調査

漏水修理における市負担範囲拡大の調査・検討

給水管の更新

中・大口径送配水管の更新

小口径配水管の更新

配水ブロックシステムによる給水

対策

基礎的対策

対症療法的対策

予防的対策

項目 

漏水防止の準備

実態調査

技術開発

機動的作業

計画的作業

給水管の修繕

老朽管の更新

適正水圧の確保

取組

漏水調査の様子

＜漏水防止計画に掲げる取組一覧＞

　漏水の防止は、水資源の有効活用や浄水処理エネルギーの消費抑制につながります。水源開発やエネ

ルギー消費に伴う大気汚染物質による自然環境への負荷の低減に向けて、漏水防止計画に基づく適切な

地下漏水調査を実施し、水道管からの漏水の早期発見に努めていきます。また、漏水の予防的対策とし

て、老朽化した管路の更新を行っていきます。

水資源の有効利用の推進Ⅲ－1－(2) 水道 工水工水工水工水工水 下水下水下水下水下水

【計画期間の主な取組】

漏水防止計画に基づき、漏水調査を実施します。

老朽化した管路を更新します。

　快適な生活と良好な環境のため、未普及地域や未水洗化家屋の解消を推進し、現在、市内のほとんど

の地域で下水道を利用できるようになり、河川や海域の水質が改善されていますが、未水洗化家屋には

引き続き、戸別訪問や広報活動により、水洗化を促進していきます。

 ＊1 下水道処理人口普及率＝下水道が整備された区域（処理区域）に居住する人の割合。

 ＊3 BOD＝有機物による汚れの度合を表す指標であり、水中の有機物が微生物により分解される
　　ときに消費される酸素の量。

 ＊2 水洗化率＝処理区域内の世帯数のうち、実際に下水道を利用している世帯の割合。

※令和2(2020)年度末の下水道処理人口普及率(＊１)は99．5％、水洗化率(＊２) は99．7％です。

Ⅲ－2　良好な水環境の創出
　下水道事業は、家庭や工場から排出される汚水をきれいにして、川や海などの公共用水域に戻す

役割を担っており、快適な市民生活を実現するためには、下水道機能を健全な状態で維持すること

が不可欠です。

　上下水道局では、公共用水域の水質保全を実現し、健全な水循環と良好な水環境を創出するた

め、以下の取組を進めていきます。

Ⅲ－2－(1)　下水道の未普及地域の解消及び水洗化の促進 下水

【計画期間の主な取組】

下水道処理人口普及率と河川水質の推移

   主な下水道の未整備地区である登戸土地区画整理地区や河川沿いなどの下水道整備の推
　進に向けて、関係機関との継続的な協議・調整を進め、未普及地域や未水洗化家屋の解消に
　向けた取組を実施します。

(＊3) 
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マッピングシステムの管理・活用

配水量計の更新及び維持管理

配水量分析の実施

漏水修理工事の分析

地下漏水調査の分析

中大口径管路における漏水検知に関する共同研究

管路の維持管理における常時監視に関する共同研究

地上漏水調査・修理

地下漏水調査

弁栓調査

漏水修理における市負担範囲拡大の調査・検討

給水管の更新

中・大口径送配水管の更新

小口径配水管の更新

配水ブロックシステムによる給水

対策

基礎的対策

対症療法的対策

予防的対策

項目 

漏水防止の準備

実態調査

技術開発

機動的作業

計画的作業

給水管の修繕

老朽管の更新

適正水圧の確保

取組

漏水調査の様子

＜漏水防止計画に掲げる取組一覧＞

　漏水の防止は、水資源の有効活用や浄水処理エネルギーの消費抑制につながります。水源開発やエネ

ルギー消費に伴う大気汚染物質による自然環境への負荷の低減に向けて、漏水防止計画に基づく適切な

地下漏水調査を実施し、水道管からの漏水の早期発見に努めていきます。また、漏水の予防的対策とし

て、老朽化した管路の更新を行っていきます。

水資源の有効利用の推進Ⅲ－1－(2) 水道

【計画期間の主な取組】

漏水防止計画に基づき、漏水調査を実施します。

老朽化した管路を更新します。

　快適な生活と良好な環境のため、未普及地域や未水洗化家屋の解消を推進し、現在、市内のほとんど

の地域で下水道を利用できるようになり、河川や海域の水質が改善されていますが、未水洗化家屋には

引き続き、戸別訪問や広報活動により、水洗化を促進していきます。

 ＊1 下水道処理人口普及率＝下水道が整備された区域（処理区域）に居住する人の割合。

 ＊3 BOD＝有機物による汚れの度合を表す指標であり、水中の有機物が微生物により分解される
　　ときに消費される酸素の量。

 ＊2 水洗化率＝処理区域内の世帯数のうち、実際に下水道を利用している世帯の割合。

※令和2(2020)年度末の下水道処理人口普及率(＊１)は99．5％、水洗化率(＊２) は99．7％です。

Ⅲ－2　良好な水環境の創出
　下水道事業は、家庭や工場から排出される汚水をきれいにして、川や海などの公共用水域に戻す

役割を担っており、快適な市民生活を実現するためには、下水道機能を健全な状態で維持すること

が不可欠です。

　上下水道局では、公共用水域の水質保全を実現し、健全な水循環と良好な水環境を創出するた

め、以下の取組を進めていきます。

Ⅲ－2－(1)　下水道の未普及地域の解消及び水洗化の促進 水道水道水道水道水道水道水道水道水道 工水工水工水工水工水 下水

【計画期間の主な取組】

下水道処理人口普及率と河川水質の推移

   主な下水道の未整備地区である登戸土地区画整理地区や河川沿いなどの下水道整備の推
　進に向けて、関係機関との継続的な協議・調整を進め、未普及地域や未水洗化家屋の解消に
　向けた取組を実施します。

(＊3) 
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　下水道へ排出する下水の量が多い事業場、又は水処理センターで処理できない有害物質等を使用す

る事業場などの把握を行うとともに、水質基準の遵守を指導します。さらに、下水道への排水を監視する

必要のある事業場に対して立入調査を行い、排水指導を継続して実施することで、水質基準を超過する

排水を未然に防止します。

　また、日々変化する流入下水に対応して、適正な水処理が実施できるよう、処理過程の段階ごとに必要

な水質検査を定期的に行い、良好できれいな水を継続して川や海に返します。

　水処理センターの放流水には、法令で水質基準が定められています。水質基準には、BOD（生物

化学的酸素要求量）やSS（浮遊物質量）など水処理センターで処理することが可能な項目のほか、

カドミウムやシアン、ダイオキシン類などの有害物質等、水処理センターで処理できない項目も含ま

れています。前計画期間（平成29(2017)～令和3(2021)年度）での水質基準適合率は100％を

維持しており、今後も事業場の排水指導とともに、水処理センターでの適切な水質管理を通じて、

水質基準適合率100％を継続します。

Ⅲ－2－(2)　事業場排水の指導及び水処理センターの放流水質の確保 水道水道水道水道水道水道水道水道水道 工水工水工水工水工水 下水

【計画期間の主な取組】

下水道への排水について監視する必要のある事業場に対して立入調査を実施します。

水処理センターでの適正な水質管理の実施により、放流水の水質基準適合率100％を維持しま
す。

事業場排水採水状況 水質検査実施状況

コラム　放流水の水質基準への適合

＊1 東京湾流域別下水道整備総合計画＝東京湾の水質環境基準を達成維持することを目的とした下水道法　
に基づく計画で、本市の下水道計画の上位計画に当たるもの。

＊2 段階的高度処理＝部分的な施設の改造や既存施設を活用した運転管理の工夫により水質の向上を図る　 
もの。

＊3 高度処理普及率＝全高度処理能力／全計画処理能力（高度処理として取り扱うことのできる処理方法等を
　  含む。）

　閉鎖性水域である東京湾の水質を改善するため、東京湾流域の１都3県は、「東京湾流域別下水道整

備総合計画（＊1）」を策定しています。本市は、関係自治体とともに、計画で定められた目標水質の達成に

向け、今後も富栄養化の原因物質とされる窒素やりんの除去などを目的とした水処理センターの高度処

理化に向けた取組を進めていきます。

※令和7年度以降、等々力水処理センターについては、東京湾流域別下水道整備総合計画の目標水
　質の達成状況に応じて施設整備の継続を検討する。

Ⅲ－2－(3)　高度処理の推進 下水

【計画期間の主な取組】

〈高度処理普及率〉

令和2(2020)年度（実績） 

令和3(2021)年度（見込み）

令和4(2022)年度（目標）

令和5(2023)年度（目標）

令和6(2024)年度（目標）

298,200㎥/日

512,700㎥/日

864,200㎥/日

高度処理能力

34.5%

59.3%

100.0%

高度処理普及率（＊3）

入江崎水処理センター東系施設への段階的高度処理（＊2）の導入を推進します。

等々力水処理センターにおける流量調整池の整備、脱窒ろ過池の整備及び既設反応タンクの改造
を推進します。

等々力水処理センターにおける高度処理の仕組み

大きいゴミや砂は沈
めて取り除きます。

下水の流入量を安定
させるための池です。

微生物の働きと、ろ過に
より、窒素と水の汚れの
成分を取り除きます。

汚れを取り込んだ微
生物と上澄み水に
分けます。

微生物の働きと、ろ
過により、さらに水
の汚れの成分を取り
除きます。

酸素を吹き込み、微
生物の働きによって
水の汚れ（主に有機
物）を分解・除去し
ます。

細かいゴミなどを沈
ませ、上澄み水を反
応タンクに送ります。

沈砂池 最初沈殿池 最終沈殿池 好気性ろ床反応タンク

流量調整池

脱窒ろ過池

放
流
放
流

流入流入

消
毒
処
理

消
毒
処
理
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　下水道へ排出する下水の量が多い事業場、又は水処理センターで処理できない有害物質等を使用す

る事業場などの把握を行うとともに、水質基準の遵守を指導します。さらに、下水道への排水を監視する

必要のある事業場に対して立入調査を行い、排水指導を継続して実施することで、水質基準を超過する

排水を未然に防止します。

　また、日々変化する流入下水に対応して、適正な水処理が実施できるよう、処理過程の段階ごとに必要

な水質検査を定期的に行い、良好できれいな水を継続して川や海に返します。

　水処理センターの放流水には、法令で水質基準が定められています。水質基準には、BOD（生物

化学的酸素要求量）やSS（浮遊物質量）など水処理センターで処理することが可能な項目のほか、

カドミウムやシアン、ダイオキシン類などの有害物質等、水処理センターで処理できない項目も含ま

れています。前計画期間（平成29(2017)～令和3(2021)年度）での水質基準適合率は100％を

維持しており、今後も事業場の排水指導とともに、水処理センターでの適切な水質管理を通じて、

水質基準適合率100％を継続します。

Ⅲ－2－(2)　事業場排水の指導及び水処理センターの放流水質の確保 下水

【計画期間の主な取組】

下水道への排水について監視する必要のある事業場に対して立入調査を実施します。

水処理センターでの適正な水質管理の実施により、放流水の水質基準適合率100％を維持しま
す。

事業場排水採水状況 水質検査実施状況

コラム　放流水の水質基準への適合

＊1 東京湾流域別下水道整備総合計画＝東京湾の水質環境基準を達成維持することを目的とした下水道法　
に基づく計画で、本市の下水道計画の上位計画に当たるもの。

＊2 段階的高度処理＝部分的な施設の改造や既存施設を活用した運転管理の工夫により水質の向上を図る　 
もの。

＊3 高度処理普及率＝全高度処理能力／全計画処理能力（高度処理として取り扱うことのできる処理方法等を
　  含む。）

　閉鎖性水域である東京湾の水質を改善するため、東京湾流域の１都3県は、「東京湾流域別下水道整

備総合計画（＊1）」を策定しています。本市は、関係自治体とともに、計画で定められた目標水質の達成に

向け、今後も富栄養化の原因物質とされる窒素やりんの除去などを目的とした水処理センターの高度処

理化に向けた取組を進めていきます。

※令和7年度以降、等々力水処理センターについては、東京湾流域別下水道整備総合計画の目標水
　質の達成状況に応じて施設整備の継続を検討する。

Ⅲ－2－(3)　高度処理の推進 水道水道水道水道水道水道水道水道水道 工水工水工水工水工水 下水

【計画期間の主な取組】

〈高度処理普及率〉

令和2(2020)年度（実績） 

令和3(2021)年度（見込み）

令和4(2022)年度（目標）

令和5(2023)年度（目標）

令和6(2024)年度（目標）

298,200㎥/日

512,700㎥/日

864,200㎥/日

高度処理能力

34.5%

59.3%

100.0%

高度処理普及率（＊3）

入江崎水処理センター東系施設への段階的高度処理（＊2）の導入を推進します。

等々力水処理センターにおける流量調整池の整備、脱窒ろ過池の整備及び既設反応タンクの改造
を推進します。

等々力水処理センターにおける高度処理の仕組み

大きいゴミや砂は沈
めて取り除きます。

下水の流入量を安定
させるための池です。

微生物の働きと、ろ過に
より、窒素と水の汚れの
成分を取り除きます。

汚れを取り込んだ微
生物と上澄み水に
分けます。

微生物の働きと、ろ
過により、さらに水
の汚れの成分を取り
除きます。

酸素を吹き込み、微
生物の働きによって
水の汚れ（主に有機
物）を分解・除去し
ます。

細かいゴミなどを沈
ませ、上澄み水を反
応タンクに送ります。

沈砂池 最初沈殿池 最終沈殿池 好気性ろ床反応タンク

流量調整池

脱窒ろ過池

放
流
放
流

流入流入

消
毒
処
理

消
毒
処
理
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　合流式下水道は、雨天時に雨水と汚水が混合した下水の一部が未処理のまま川や海に放流されるこ

とから、本市では、雨水吐き口やポンプ場などから放流される未処理下水の汚濁負荷（＊1）や放流回数

の削減を図るため、昭和52(1977)年度に「合流式下水道雨天時越流水対策」を策定し、雨水貯留管・雨

水滞水池（＊2）などを建設して、汚濁負荷の高い初期雨水対策を進めてきました。平成16(2004)年度

には、新たに「合流式下水道緊急改善計画」を策定し、雨水吐き口やポンプ場から放流される夾雑物　

（＊3）を削減するため、合流改善スクリーン（＊4）の設置、ポンプ場スクリーンの目幅縮小などの取組を推

進してきました。引き続き、遮集管（＊5）の増強など合流改善対策施設の整備を推進していきます。

Ⅲ－2－(4)　合流式下水道の改善 水道水道水道水道水道水道水道水道水道 工水工水工水工水工水 下水

【計画期間の主な取組】

【改善対策の主な目標】

　合流式下水道の改善対策として、次

の3項目を計画目標に定め取組を推

進します。

　①汚濁負荷量の削減

　②公衆衛生上の安全確保

　③夾雑物の削減

　本市では「①汚濁負荷量の削減」と

「③夾雑物の削減」が完了しています。

＊1 汚濁負荷＝汚濁物質が水系に流れ、水域環境等に対して及ぼす悪影響。

＊3 夾雑物（きょうざつぶつ）＝下水に含まれる固形物で、管きょ内の堆積物の原因となる物質。

＊4 合流改善スクリーン＝雨水吐き口から放流される夾雑物を取り除くための装置。

＊5 遮集管＝合流式下水道の下水管きょの一つで、晴天時汚水及び一定量の雨水時下水を水処理センターへ　
送るための管きょ。（下図参照）

＊2 雨水貯留管・雨水滞水池＝汚濁負荷の高い初期雨水を一時的に貯留する施設。（本市では、浸水対策の役割  
　　を併せ持った施設）

六郷遮集幹線の整備を推進します。

大師河原貯留管を合流改善施設として活用するための大師河原ポンプ場の改築を推進します。

＊6 合流式下水道改善率＝合流式下水道改善面積/合流式下水道区域面積

合流式下水道改善率（＊6）

・六郷遮集幹線の整備完了
・大師河原ポンプ場の再構築（汚水系統の切替）
の完了に伴い大師河原貯留管の合流改善
対策施設としての整備完了

取組

〈合流式下水道改善率〉

令和2(2020)年度（実績）

令和3(2021)年度（見込み）

令和4(2022)年度（目標）

令和5(2023)年度（目標）

・六郷遮集幹線の整備
・大師河原ポンプ場の再構築着手 73.5％

100％

・六郷遮集幹線の整備
・大師河原ポンプ場の再構築（汚水系統の切替）

・六郷遮集幹線の整備
・大師河原ポンプ場の再構築（汚水系統の切替）

②
①

合流改善スクリーンなどの設置
③夾雑物の削減
：ゴミなどの削減

①汚濁負荷量の削減：放流水質の向上
②公衆衛生上の安全確保：河川への放流回数の半減

雨水吐き口などにおいてゴミなど
の河川への放流を抑制

遮集管の増強
遮集管の能力をアップするこ
とにより河川への放流を抑制

貯留管・滞水池の設置

水処理センターへ
送水し処理

雨水

汚水

河川

貯留管

遮集管

ポンプ

地表などに堆積した汚濁負荷の高い初期雨水
を貯留管などに取水し河川への放流を抑制

　「川崎市地球温暖化対策推進基本計画」の基本的方向の一つである「市役所が自ら率先して脱炭素化に

チャレンジしているまち」に基づき、事業活動に伴う温室効果ガス排出量を削減する取組を行っていきます。

Ⅳ－１－(1)　市役所の率先した環境配慮の取組 水道 工水 下水

【計画期間の主な取組】

〈電動車導入に向けた取組〉

令和4（2022）年度
・乗用車における電動車導入の拡充(新規導入予定車両　6台)
・乗用車以外の車種における電動車導入に向けた取組の推進
・電気自動車等の導入に向けた環境整備の検討

取組

環境に配慮した行動の促進Ⅳ
Ⅳ－１　事業活動における適正な環境管理
　川崎市役所全体の温室効果ガス排出量は、民生部門で市内最大であり、上下水道局は、環境局に

次いで排出量が多いことから、その削減に率先して取り組む必要があります。また、エネルギーの使

用の合理化等に関する法律（省エネ法）及び地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）の改正、

並びに川崎市地球温暖化対策の推進に関する条例（温対条例）の制定により、平成22（2010）年4

月からは事業者単位で管理や報告を行うことになり、特定事業者（省エネ法・温対条例）又は特定排

出者（温対法）として上下水道局全体で、エネルギー管理や温室効果ガス排出量の削減に取り組んで

います。

　上下水道局では、環境に配慮した事業活動を推進するため、以下の取組を進めていきます。

照明・ＯＡ機器・空調管理
昼休み時などの不要な照明の消灯・ＯＡ機器の省電力設定、冷暖房温度（暖房＝19℃以下、冷房＝28℃）

を維持します。

廃棄物の削減・リサイクル
パンフレット等の配布部数の見直し、紙類・乾電池・ペットボトル等の分別排出を徹底します。

公用車への電動車（＊）の導入の推進
令和12（2030）年度までに公用車の温室効果ガス排出量の平成25（2013）年度比28%削減に向け

て、公用乗用車を代替時期に合わせて、全て電動車に入れ替えるとともに、乗用車以外の車種について

も、市場への投入状況等を踏まえて電動車への入替えに向けた取組を進めます。

令和5（2023）年度
・乗用車における電動車導入の拡充
・乗用車以外の車種における電動車導入に向けた取組の推進
・電気自動車等の導入に向けた環境整備の推進

令和6（2024）年度
・乗用車における電動車導入の拡充
・乗用車以外の車種における電動車導入に向けた取組の推進
・電気自動車等の導入に向けた環境整備の推進

令和7（2025）年度
・乗用車における電動車導入の拡充（新規導入予定車両　2台）
・乗用車以外の車種における電動車導入に向けた取組の推進
・電気自動車等の導入に向けた環境整備の推進

グリーン購入の推進
物品等の購入は、環境負荷の少ない電気製品や事務用品などを選択・使用します。

＊電動車＝電気自動車（EV）、ハイブリッド車（HV）、プラグインハイブリッド車（PHV）、燃料電池自動車（FCV）。




